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<論 説〉

シェアー勘定理論の特殊性 と普遍性

戸 田 龍 介
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1.は じめ に

今 日わが 国,あ る い は世界各 国 の簿 記 会 計教 育 において,一 般 に採 用 され て

い る勘 定 理論 の原型 がで きたの は,19世 紀 後 半 か ら20世 紀 前 半 にお け る ドイ

ツ ・スイ ス においてであ るといわれてい る。 シェアー(Schar,J.F.)に よ る物 的

二 勘 定 学 説 の登 場 と同学 説をめ ぐる活発 な論争,例 え ば ニ ック リッシュ(Nick-

lish,H.)の 貸 借 対照 表 学説 との論争 等 が,い わ ゆ る科学 的 な簿 記理 論 を形 成 し

て いったとされ るのである。 シェアー理論 は,わ が 国 で は上野 道輔 教授 等 の研

究 に よ り広 く知 られ るよ うにな り,ま たハ ッ トフ ィール ド(Hatfield,H.R.)へ の
(1)

影響 を通 しアメ リカに も伝播 していったと言われる。 いわば世界的 に伝播 して

い ったといえよ う。現在 も残 る資本等式(資 産 一負債e資 本)に シ ェアー の思考

は引 き継 がれ て いる。

仕 訳法則をその主 たる理論対象 とす る勘定理論 は,財 務 諸表 の構成 要 素(資

産,負 債,資 本,収 益,費 用)の 増 減 を基本 に据 え た教 授 方法 が世界的に確 立 した
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現在,会 計 学 の主要 な テ ー マで はな くな ってい る。 ただ し4会 計 的 認識 の主 眼

が,収 益 費 用 の期 間 的配 分 か ら,新 た に定 義 づ け られ た資 産 ・負 債 その ものの

認 識 いわ ゆ る第一 次認 識 に移 行 して いる今,取 引 を仕 訳 す る と い う会 計 に

と って のいわば入 り口が再 び問題 にな って いる。 しか しなが ら,そ の入 り口た

る仕 訳 に関 す る理 論 あるいは理論 史は,従 来,歴 史の発 展 と共 に推 移 して きた

のだ と説 明され る。つ ま り,人 的関 係 が物 的 関係 に と って かわ り,さ らに資 本

主義 が進 化 す る につ れて成果関係 が重要 にな って くる,従 って 人 的勘 定 学 説→

物 的 勘 定 学 説 → 成 果勘 定学 説 と推 移 して きた のだ と。 例 え ば,ケ ー フ ァ ー

(kafer,K)は,以 上 の展 開 を踏 襲 し,用 役 の変 動 も考 慮 した 「四勘 定 系統説」に

近 い自 らの学説(kafer[1966]p.72.安 平訳144頁)を さ らな る発展 段 階 と して位

置 づ けて いる。 ところで,こ れ らの理論 史 の根底 には 「各個 の簿記学説 は簿記

法 の技術的形態か ら受 け る所の色彩の外 に,な お学 説 発生 当時 の時 代 を支 配 せ

る基本的社会関係か ら受 ける所の色彩を帯 びて来る」(畠 中[1949〕59頁)の で あ

り,「 学説 の社 会 的 ・歴 史 的特 殊性 が簿記学説本来 の特質 をなす のであ る」(同

上)と い う発 想 が,意 識 的 あ るい は無 意 識 か を問 わず流 れていると思われ る。

しか しなが ら,歴 史発 展 法 則 な る もの に疑 問 が示 された今,我 々 が学 ん だ こ
の 　

とは,ど の よ うな真 理 といわ れ る もの も,時 代 的 文脈(コ ンテキス ト)の 中 で 考

察 して い く必 要 が あ る ということであ る。 ここで再 び,多 くの簿 記 理 論 の基 本

と され る シ ェアー理論 もまた,新 たな視 点 に よ り解読 して い く必要 に迫 られて

い ると考え る。

2.シ ェアー理論 の特殊性

一論理展二開過程と簿記の捉え方一

周知の通 り,シ ェアーの学説 は物的二勘定学説として知 られている。物的勘

定学説 とは,勘 定を説明する際 現金係等のように擬人化 して教授する人的勘

定学説に対 して,非 人的に教授する学説を指す。また,二 勘定学説 とは,在 高

勘定と資本勘定という二っの勘定体系を簿記理論の根幹 に据えた学説のことで

ある。従 って,物 的二勘定学説は}勘 定記入を,積 極的財産構成部分 一消極的
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財 産 部 分=資 本 と い う等 式 を基 礎 に体 系 的 に 解 説 した学 説 で あ る。 も っ と もs

根 本 と な る発 想 は,古 く ク ル ッ バ ウ ア ー(Kurzbauer,G.)や ア ウ グ ス ブ ル グ

(Augspurg,G.D.),そ して 直 接 的 に は ヒ ュ ー グ リ(Hugli,F)に み られ る こ と は

(2)

しば しば指摘 され るところで ある。

シェアー学説 は,積 極 ・消極 財 産,資 本 を中心 に体 系 的 ・数 式 的 に複式簿記

を解説 した ものだ とされ るが,独 特 な発 想 も盛 り込 まれ て い た。彼 自身,自 ら

の発 想 で あ る と明言 して い る混合勘定 や,単 式 簿 記 と複 式 簿記 の 区分 の仕 方,

あ るい はBuchhaltungとBuchfuhrungと い う言葉 の適 用範 囲 等 で あ る。

まず,混 合勘 定 に っ いて は,以 下 の よ うに明 言 して い る。

「「混 合 勘 定(GemischteKonten)』 と い う概 念 は,私 が は じめ て 著 書 と教 科

に 加 え た も の で あ る」(Schar[1922]S.66-67,邦 訳 上78頁)。

すでに久野秀 男教授 によ って指摘 されて いる通 り,商 品勘 定 は もと もと実 在

勘定,あ るい は シェア ーの い うよ うな棚卸 を補完手段 とす る混合勘定 などでは

な く,損 益 を計 算 す る名 目勘 定 と して歴史 的 に形成 されて きた と考 え られ る

(久野 〔1993]288頁)。 それ は,胡 椒 や ワイ ンとい う口別 損益 計 算 の手段 と して商

人達 が簿記を採用 して きた ことや,棚 卸 を要 件 と して利益 を計算 す るシステム

(総記法)と 符 号 す る。 しか しな が ら,商 品 を在 高勘 定,最 終 的 に は積極 財 産 と

規定 した い シェアーにとって,利 益算 定 機 構 その もの と して発展 して きた商品

勘定 の解釈 はや っか いな ものであ った。そのため,商 品 勘 定 の性格 を,「 財 産計

算 の補 助手 段 」(邦訳 ド194頁)に す ぎな い とす る。 さ らに,複 式 簿記 シ ステ ムの

利 益 算 定要 件 で ある棚卸 を,「 複式 簿 記 の欠 陥 」(邦 訳 ド192頁)と 位 置づ け るの

で あ る。 この よ うな考 え方 は,彼 の設 定 す る初 期論 理 の帰 結 で もあ った。以 下

に見 るよ うに,シ ェア ー は当初,「 簿 記 の科 学 的取 り扱 いの試 案(Versuchder

wissenschaftlichenBehandlungderBuchhaltung,1890)』 にお いて は,労 働 成 果

(Arbeitserfolg)の 把 握 を論 理 の中心 にお いて いた。
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「ある石工が長期労働によって,岩 塊から四角い切石を切 り出 し,建 築目的に

加工 し,こ れを一定の貨幣合計 とひきかえに建築老に引き渡 したならば この

貨幣合計が労働成果であり,純 財産の増加を示す。現金勘定 借方一資本勘

定 貸方」(邦訳ド199頁)。r純 成果又 は純利益の項目は,複 式簿記 において,

在高勘定の借方と資本勘定の貸方のあいだの方程式 によって得る」(同上)。

上記 の例 で は仕入価額が存在 しない。仕入価額が存在す る場 合,例 え ば15フ

ラ ンで 現金 購 入 した原 板 か ら戸 棚 を製造 し,50フ ラ ンで 現 金販 売 す るな ら,1.

借 方 商 品15貸 方 現 金152.借 方 商 品35貸 方 資 本353.借 方 現 金50

貸 方商 品50と して,純 交 換取 引(1,3)と 純 損 益取 引(2)に 分割 され るの が
(3)

理想 とされる。 しか し実際は労働価値あるいは純成巣だけ分離するのは困難で

ある。従 って}通 常売上時にのみ起 こされる借方現金50貸 方商品50と いう

総記法的仕訳は,純 損益取引ではなく,ま た損益部分を一部含んでいるたあ純

交換取引で もないことになる。 さらに,在 庫がある場合f商 品勘定残高は,商

品棚卸高 と異なるために,純 粋在高勘定ではない 「混合勘定」であるとされる

のである。混合勘定の展開にみ られるように,シ ェアーの初期の勘定理論は,

資本循環における労働成果の把握 という論理か ら出発 していたのである。

シェアー独特の見解は,単 式簿記についても見受け られる。単式簿記に関す

る彼の見解は以下の言葉 に集約される。

「単 式 簿 記 は複 式 簿 記 を 縮 減 ・削 除(VerstUmmlung)し て 成 立 した もの で あ

り,複 式 簿 記 の 最 初 の 著 述 家 は ル ー カ ス ・パ チ ョー リ(LucasPaccioli)(1494)

で あ り,単 式 簿 記 の最 初 の著 者 は コ ッ タ(Cotta)(1774)で あ る」(schar[1922]

S.8.邦 訳 上9頁)。

シェアーに とって単式簿記 とは,複 式簿 記 以 外 に 占来 よ りな され て きた記帳

の一方法で はな く,複 式 簿記 を前 提 と して,そ の一 部 を縮 減 ・削 除 した ものな

の である。 そ して,そ の一部 と は,自 己資本 並 び に その変 化 に関 す る記述 なの
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である。従 って,シ ェ アー の言 う単 式簿 記 とは,「 特 殊 経 済 主体 の財 の循 環並 び

に費用 ・収益 を完全 には表示 で きない」(schar[1922]S.8.邦 訳上9頁)も の な の

で あ り,利 益 計 算 を行 うに して も,「財 在高 の最 終価 値 を この期 首価値 と比較 す

る他 ない」(邦 訳下198頁),つ ま り財 産 法 的損 益 計 算 を行 う しか ない もので あ

る。 っま り,シ ェア ーが 単式 簿 記 とい う場 合,そ れ は,収 益 ・費 用 を把握 す る

ことに よ って損益法的利益計算を行 う複式簿記理論 を,際 立 たせ る役 割 を担 う

(4)

対 照 理 論 と して 独 自 に定 義 され た もの と考 え られ る。

さ ら に,シ ェ ア ー理 論 の 特 殊 性 と してBuchhaltungとBuchfuhrungと い

う言 葉 の 使 い 分 け が あ げ られ る。 林 良 治 教 授 は 「シ ェ ア ー簿 記 会 計 学 』 の 「訳

語 上 の 注 意 」 で 次 の よ う に の べ て お られ る。 「BuchhaltungとBuchfuhrung

の 本 質 的 な 相 違 は な く,シ ェ ア ー 自身 の 独 特 の考 想 で あ る。 従 って,両 語 が 並

存 す る と き に 限 り,Buchhaltungを 簿 記 会 計 学,Buchfuhrungを 簿 記 と訳 し

た 。 そ の 他 で は い ず れ も簿 記 と訳 す る こ と に した」(邦 訳上XVH～X皿)。 現 在 で

も,BuchhaltungとBuchfUhrungと は 同 じ意 味 で あ る と い う 見 解 が 支 配 的

で あ る よ うで あ る。 例 え ば フ レ ー リ ッ ク ス(Freericks,D.)教 授 は以 下 の よ うに

解 釈 して い る。 「両 概 念 の 歴 史 的 展 開 に お い て は,Buchhaltungは 用 い られ て

い る 諸 帳 簿 の 組 織 お よ び 種 類 で あ る と理 解 さ れ て い た。 記 帳 業 務 がBuch-

fuhrungと 呼 ば れ た。 こん に ち,両 概 念 は,同 義 語 と して 用 い られ て い る」(宮

上監訳[1992]4頁)。 ま た 今 日S簿 記 会 計 学 の 教 科 書 等 で は,簿 記 そ の もの を

Buchfuhrungで 総 称 し,Buchhaltungを 使 わ な い 例 も 多 い よ う で あ る

(Hesse/Fraling[1988],Buchner[1988]等 参照)。

しか し な が ら,シ ェ ア ー は 両 概 念 を 同 義 語 と は解 釈 しな か っ た 。Buchhal-

tungとBuchfiihrungと に 対 す る解 釈 の違 い は以 下 の 文 か ら も推 測 され る。

「簿記会計学(Buchhaltung)は 数学,法 律学,経 済学 の どれ に も隣接 す る科 学

の一 つである。 これに対 して簿記(Buchfiihrung)はr営 利経 済 と消費経 済 の

いず れ を も問 わず,す べ て の特 殊 経 済体 に対 して,巻 頭 標語 で提 示 した 目的

を達 成 す るたあに,前 者 の科 学 を用 い る技巧(Kunst)で あ る」(scharX1922]
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S.1.邦 訳 上1頁)。 「か く して,簿 記 会 計 学 を 完 成 し得 る技 巧 で あ る簿 記 は,帳

簿 記 入(Bucheintragungen)及 び諸 書 類(Skriptuaren)よ り成 り立 って い る」

(schar[1922.4.邦 訳上6頁)。

彼 独 特 の 考 想 は,実 はBuchhaltungの 広 い意 味 で の 解 釈 に あ る。 っ ま り,

Buchhaltungは 科 学 の 一 つ で あ っ て,単 な る 帳 簿 記 帳 で あ るBuchfUhrung

と は 異 な る と い う見 解 を 示 して い る の で あ る。 そ れ は ま た,「 簿 記 学(Buchhal-

tungswissenschaft)」(schar[1922]S.124.usw)と い う 言葉 に も表 さ れ て い る。

3.シ ェ ア ー 理 論 の 普 遍 性

一 特 に財 務諸 表 との関係 につ いて一一

上述 の通 り,従 来 とは異 な る観点 か らす れ ば,シ ェア ー理 論 はあ る種 の特 殊

性 を有 す る理論であ ると考え られる。 しか しなが ら,今 日に至 る まで の多人 な

影 響 を 考慮す ると,例 え ば 「シ ェア ーや そ の亜流 に は商品勘定 の目的 ・機能 が

全然理解 で きて いな いとい うことに尽 きる」(久 野[1992]201頁)と して 片 づ け

られ るの だ ろ うか。 こ こでは,一 旦特 殊 性 を認 識 しなが ら,そ れ を越 え る普 遍

性 の原 因 を探 ってみたい。

既述の よ うに,前 期 の著 書 『試 案 』(1890)に お いて は労 働 成 果 を在 高勘 定 系

列 と資本勘定系 列 の二勘定系列 によ って把握 す ることか ら論 理が展開 して い

る。 その際 以下 の勘定記入法則 を基本 に して各取 引が説明 される。

「資本勘定の借方はマイナスを意味する

在高勘定の借方はプラスを意味する

資本勘定の貸方はプラスを意味する

在高勘定の貸方 はマイナスを意味する」(邦訳下195頁)。

と こ ろ が,後 期 の 著 書 『簿 記 及 び 貸 借 対 照 表(BuchhaltungandBilanz,1922)』

に お い て は,ま ず 経 済 財(wirtschaftlicheGiiter)の 考 察 か ら始 ま る。 そ して,経



0296) シェアー勘定理論 の特殊性 と普遍性105

済主体が処分権を有す る経済財を所有財産 と し,こ れ を簿記 用 語 上積 極 財産 と

呼 び,そ れ を法 律 的方 面 か らみ た場合,簿 記学 上 資本 と呼 ぶ と して い る(A-

K)。 この対 照 表示 こそ貸 借 対 照表(Bilanz)で あ る と規 定 し,以 後 貸借 対 照 表 を

中心 に論 理 が展 開 されてい くことにな る。 さ らに,消 極 財 産 とい う思考 が加 わ

り,A-P==Kと い う資本 等 式 が形 成 され る こ とにな る。

ここで,後 期 の著 書 第一 版 の序 文 に注 目 してみたい。彼 は,「 この著 書 は普 通

の意 味 で の簿 記 会計学 の教科書で は決 してない。 む しろより高度 な 目的を追求

してい る」(schar[1922]S.刷.邦 訳上 皿頁)と 述 べ て い る。 そ して,簿 記 係 を育

成 す る とい うよ り も,法 律 家,化 学 者,技 師 な どに教授 す る こ とを念 頭 におい

て いることを述べてい る。従 って,ま ず,数 学 的一 方 程式 の形 式 で説 明す る一

方法 とい う外観 を纏 わせ る必要 があ り,そ れ を科 学 的 で あ る と考 え た の であ

る。ただ,高 度 な 目的 と は何 か。 実 は,第 三 版 の序 文 にお いて,一 般 企 業 の み

な らず組 合 にっ い て も貸借対照表 を提出す る義務 が法規上強制 されてい ること

に言及 し,こ の よ うな会 計 報告 に応 え るた めには,「財 産 貸借 対 照表 及 び成 果貸

借 対 照表(P/L)を 具備 した組 織 的 簿 記(systematischeBuchhaltung)J(schar

[1922]s.rv.邦 訳上v頁)が 最 適 で あ る と述 べ て い る。っ まり,貸 借対 照 表 の作成

とい う法律 的 要求 を複式簿記 をその基本 とす る簿記会計学 により満 た し,も っ

て経 営 を組 織 ・指導 ・監督 ・統制 す る0助 とす る こと こそ,企 業 の経 営 者 達 が

簿 記 会 計学 に置 いてい る要求 だと考えていた と伺わせ る。 この ことは,r試 案 』

に次 いで 『簿 記及 び貸 借対 照 表』 を新 たに執筆す る理 由につ いて,次 の よ うに

述 べ て い る こ とか らも明 らかで あろ う。 「…数学 的な基礎 の 上で展 開 されてい

る簿記会計学 とい う科学 を再 び展開す るばか りでな く,法 律 的 関係 を も考 慮 す

れ ば商 工 業 での実務的応用を も取扱え るもの と確信 してい る」(schar[1922]s.

N邦 訳一上皿頁)。

シ ェア ー は,後 期 の著 書 にお い て,法 的要 求 につ いて特 に検討 して いる。彼

が注 目 したの は,Buchfiihrungに つ いて の法規 定 で あ る。商 法 は,帳 簿記 帳 を

強制 す るが,商 業 帳簿 の規定 はあ って も,そ れ が複式 簿 記 に よ って記 入 されね

ばな らないという明確 な規定 はなか った。 また,財 産 目録 作 成 と年 度 末貸 借 対
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照表の作成 は義務づけるが,

は以下のように考える。

その作成方法 にっいは規定 していない。 ここで彼

「法律 は,財 産 の二 重 表示 を要 求 して い ない。それ故 に,複 式 又 は組織 的簿 記

も規 定 され て いない。 単式簿記 が商事経営 の中で運動す るすべての財産構成

部分 を,勘 定 的 に処 理 で きる限 りにお いて,法 律 的要 求 を満足 させ る こ とが

で き る。 しか し,単 に,洞 察 を め ぐ ら してみ れば次 の よ うな事が判明す る。

組織的簿記 が前者 に優 り,勘 定 体 系 の完 全 性 か ら,組 織 的簿 記 だ けが 立法 の

意 義 と精 神 に合致 し,財 産 の二 重 表示 に よ って,強 制 的 自己統 制 の完 全 無 欠

な組織 であ るとい うことであ る」(schar[1922jS.91.邦 訳 ド164頁)。

従 って,シ ェア ー は,Buchfuhrungは 法 規 定 上 の項 目で あ り,棚 卸 表 の作成

を含 む 帳簿 記 入(複 式簿記を明確 に意味 しない)を あ らわ し,こ れ は財 産 の二 重表

示 に よ る強 制 的 自己統 制組 織 を有す る複式簿記‐Buchhaltungの 根 幹 を なす

一 とは同一 の もの で は ないと解釈す る
。ここでの強制的 自己統制手段 とは,(残

高)試 算 表(Pr。bebilanz)で あ り,組 織 的簿 記 の付 随 目的 の 一つ で あ ることが指

摘 され る(schar[1922]S.38.邦 訳上45頁)。 従 って,通 常 の解 釈 と異 な り,

BuchfUhrungとBuchhaltungの 適 用 範 囲 を 故 意 に区 別 して い くわ けだが,

そ こに は,法 規 定 上 の要 請 項 目 た る帳 簿 記入 に対 し7経 営 経 済学 上 の一 科 目 と

して の複 式簿記理論(会 計学)を 対 置 した い とい う考 え が あ った と思 われ る。

呂葉 の解釈 とい う意味で言 えば勘定理論(Kontentheorie)に つ いて も,後 期

にお い て は,以 下 の よ うに,単 な る帳 簿 記入 理 論 と して は解 釈 していない こと

がわか る。

「即 ち,『 簿 記 会 計学(comptabilite)』=勘 定 理論 で あ り,『 簿 記(tenuedes

livers)』 一帳 簿 記 入,「 簿 記 係(lecomptable)』e帳 簿 係 で あ る。 われ わ れ が

この点 フ ラ ンスの著述家 の定義 に従 うな ら簿記会計学 を,特 殊経 済 主体 の財

産 に関 す る歴 史 記述 の認識科学 と定義 し,そ れ に対 して,簿 記 を,帳 簿 記 入
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の技巧即 ち普通帳簿 で作成 されている,書 類 に よ る簿記 会 計学 の整 備 の完成

と定義 で きよ う」(schar[1922]S.95.邦 訳 ド170頁)。

さ らに シ ェア ー は,簿 記 の 目的 に対 し,前 期 の著書 で は資本 勘定 にお け る財

の二重統制 に重点をおいて展開 して いるのに対 し,後 期 の著 書 にお い て は,「簿

記 の究 極 的 目的 と して の決算 貸借対照表」(schar[1922]S」63.≠1駅 上149頁)と

い う言い方 で,貸 借対 照 表 に重 点 を移動 させ て いる。ただ し,決 算 貸借 対 照表

は組 織 的簿記 だ けで は作成 できず,組 織 的簿 記 の最 終事 務 で あ る試 算表 と補助

的記 帳による棚卸表 との有効 な結合 が必要 とされ る。 さ らに試算 表は,決 算 貸

借 対 照表 作 成 の際 に,本 質 的 に相 違 の あ る二 種 の構 成 部分即 ち財産貸借対照表

(Verm6genbilanz)と 成 果 貸 借対 照 表(Frfolgsbilanz)と に分割 され る もの と説 明

され る。 シェアーは,貸 借 対 照 表 に対 し法律 が与 え る説明 は,外 形 的形 態 で の

み与 え られ る と している。外形的形態 とは,A-P+Ko+-Gと い う配 列 で あ る。

彼 に よれ ば,貸 借 対 照 表 は基本 的 に財産 目録 の変形であ るのだが,棚 卸 自体 は

「簿記 の外 部 にあ る作 業」(schar[1922]S.51.邦 訳 上60頁)で あ り,そ の評 価 基準

につ い て は,簿 記 が立 ち入 るべ き領 域 の 問題 で はないと している。決算貸借対

照表 自体 は計算 の突 合せであるため,そ れ 臼体 の実 質 的 な正 確性 を証 明する も

ので はな く,そ の正 確性 は棚 卸 に よ る評価 に依存す るとし,監 査 の真 の対 象 は

棚 卸 表 で あ ると論理を さ らに展開 させ るのである(schar[1922〕S.50-51.邦 訳上.

60-61頁)。 この展 開 の 中 に,前 期 か ら主 張 され て き た,複 式 簿 記 の欠 陥 とみ な さ

れ た混 合勘定 の修正 も包摂 されることになる。

このよ うに,後 期 の シェ アー理論 は,前 期 に展 開 され た記 入 法則 を 中心 とす

る勘定理論 に,法 的 に要 求 され る貸借 対 照 表 の作成準備 という視点 を,商 業帳

簿 や 会 計 報 告 に 関 す る法 規 定解 釈を通 して大胆 に採 り入 れ た もの と考 え られ

る。その理論 は,各 国 で法 制 化 され て い く貸 借対 照表 の構造 を取 り込んだため,

貸借 複 記 の記 帳 教授 の み に† 眼 をお く人 的理論 を次第 に凌駕 しなが ら伝播 して

い くことにな った と推測 されるのである。
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4.お わ りに

既述のように,シ ェアーの展開 した簿記理論は,在 高勘定借方プラスs資 本

勘定貸方プラスというところか ら出発 した複式記入規則に,貸 借対照表を中心

とした法規定の解釈を事後的に加味することにより,複 式簿記の役割を新たに

強調する側面があったと考え られる。さらに,そ のことが,教 授法 として も,

理解力のある学生にわか りやすかったという側面があったであろう。また,複

式簿記システムとは切 り放 された棚卸表の強調により,財 産評価論や監査論へ

の展開を可能にしていったとも言えよう。別な側面からみれば,後 期の彼の理

論は,教 授対象者の変化,あ るいは商科大学への転出という環境の変化のもと
(5)

展開 された もの とい って も良か ろう。 この点 の詳細 な検討 は次 の論文で取 り扱

う予定 である。

周知 の通 り,帳 簿 記 帳 に対 して は,ド イ ッ商法 典 第3編 第1章 第238条 にお

いて以 下 の よ うに規 定 されて いる。「すべての商人 は,帳 簿 を記 帳 し,か つ,そ

の帳簿 上に,自 己 の商取 引お よび財 産状 態 を正規 の簿 記の諸原則 に従 って明瞭

に記載す る義務 を負 う」(宮 上監訳[1992]3頁)。 シ ェア ー は,Buchfuhrung(帳

簿記帳)とBuchhaitung(複 式簿記理論)と を区別 し,さ らに正 規 の簿 記 の諸 原

則 は複 式 簿記 をその根 底 にすえたBuchhaltungで な けれ ば法 の精 神 が達 成 で

きな い と解釈 したわけだが,そ の展 開 こそ今 日まで続 くシ ェアー理論 の普遍性

の一っ の源であろ う。

さらに,今 日まで の影響 力 を考 え る場 合特 に重要 な点 は,簿 記 の最 終帰 結 を

法 規 上 要 請 され る貸借 対照表 の作成準備 にお くとい う意味で,「 決 算 中 心 の簿

記 」(岩 田X1955]8頁)理 論 の は じま りで あ った こ とで あ る。 言い換 えれば,帳

簿 記 入段 階 を対象 とす る理 論 に,決 算 後 の財 務諸 表 の構 造 が色 濃 く反映 され始

めたと もいえる。従 って,ど の よ うな財務 諸 表 を想 定 して展開 しているのか,

あ るい は想 定 され る財務 諸 表 とどのよ うな関 わ りを有 しているのか とい う視点

で,彼 以 降 の勘 定 理 論 を再 び 考察 す る余地 があると思 われ るのであ る。
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5.資 料(r簿 記及び貸借対照表』第四章;法 律的制限内での簿記の構成自

由性。なお注等は訳出 していない)

(D.法 的制限内における帳簿記帳の形式自由性)

(商人の貸借対照表 における私有財産;帳 簿記帳におけるルーズリーフ)

帳簿記帳法規に関する前章か ら,帳 簿記帳の形式と適応はさらなる自由な余

地が許容 されていることが明 らかになる。当面のところ,法 的な規定 は,「一般

の商人に対 して」関係 したものである。 ドイッ商法典(1条)に おける意味での

商人 とは,商 取引を行 う者のことである。各々の一般営業 は,以 下に示す営業

活動の一っを取 り扱 っているものであり,そ れは商取引とみなされている:商

品取引,有 価証券取引,⊥ 業,工 事契約業務,保 険業務,銀 行業務,輸 送,委

託販売および運送,代 理および仲買,書 籍および美術品売買,出 版,印 刷。た

とえ,商 法の適用範囲およびそれに伴 う法的義務がすでに広範囲に帳簿記帳に

対 して亘っているという見方がされようとも,他 の全ての,例 えば小企業や農

業等のような企業形態および経済種類は,帳 簿記帳に関 して,わ ずか しか法的

規定に従 っていない。現在,そ のことは変わろうとしている。 ドイツの帝国政

府は,帳 簿記帳の強制を手工業および農業に も,と りわけ全ての独立一般営業

者に,ま たおそらく全ての納税義務者に も広げることを意図 している(107頁,

164条)。 国家は,当 該営利団体のさらなる繁栄のためにこの方針を計画 してい

るのではな く,納 税義務者の財産と収入のより確かな把握をもくろんでいるに

もかかわ らず,し か しやはり,規 則的な帳簿記帳は,各 々の営利業者にとって

多大な価値を有することは明 らかであるし,ま た,国 家が強制的に営利集団に

対 し達成 しようとしている共通の会計制度における秩序によって,そ れ らの給

付能力,経 済性,お よび繁栄を非常に促進することは明 らかである。

(1.個 人商人の貸借対照表における私有財産)

商人の帳簿記帳義務 は,本 来の商取引において活用されている財産にだけ及

ぶのではない;帝 国最高裁判所の判決 によれば,個 人商入は年次貸借対照表 に

おいて 「全ての財産在高,債 権および債務」を示 さなければならないし,ま た
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会社 の営業 と結 びついている もの以外 に,私 的 な,個 人 的 な財 産 部分,債 権 お

よ び債 務 も示 さ な けれ ば な らない;し か しなが ら,後 者 は,営 業貸 借 対 照表 に

対 し付 録 や 補 足 と して記載 され ることで,法 的要 求 は1一分 満 た す と考 え られ

る。 だ が,良 き秩 序 を固 く守 る者 は,こ れ らの個 人 的 な積 極財 や消 極財 に,勘

定 規則 に の っと る取 扱 いを適 用す るだ ろう。 この義務 は,個 人 会 社 の所 有 者 に

のみ あ て は ま る もので あ り,商 事 会社 の構 成 員 に はあ て は ま らない。

(皿.選 択 自由性 に委 ね られ た領域)

と ころで,立 法 者 は ど うみ て も商人 に と っての以下 の問題 など気 にかけて は

いない。商人 はどの ように して帳簿 を記入す るのか,ど の よ うな方法 で 商取 引

お よ び財産状態 を明 らかにす るのか,そ の際 複式 あ る い は単式簿 記 を用 いるの

か どうか,ど の よ うな帳簿 を 記帳 す るの か,ど の よ うな勘 定組 織 を基礎 に置 く

のか,混 合 勘 定 は利 用 す るのか あ る いはなるべ く排 除す るのか。立法者 はr「商

人 は,商 取 引,財 産 状 態,特 に経 営 と関係 が あ る債権 債 務 を,帳 簿 記帳 に お い

て 明 らか にす る こ ととい う基本的 な要求」だけに満足 して いる。

(皿.ル ー ズ リー フ)

帳簿 記 帳 の 改革 と改良 は,以 上 の主 旨か ら判 断 されね ば な らない。 そのよ う

な もの として,「 脹 簿 記帳 に お け るル ー ズ リー フの利用問題」が注 目の的 になっ

てい る。この ことは,「 帳 簿 は製 本 され るべ きで あ る」という法規定 に対 し許 さ

れ るのか許 されないのか,そ して この改良 は実務 的 なの か非実務 的なのか とい

う意見の衝突 は,疑 いの 余地 な く決 定 され て い るわ けではない。多 くの法律家,

商 人 お よび専 門 家 が,そ れ に対 し賛成 して い るが,他 の者 は反対 して い る。 私

は この後,こ の問題 にっ いて ベ ル リンの商 人の長老達 を手助 け した際の意見書

を結語 に まとめ ることによ って,個 人 的 な見解 を再 び提 示 す る。

(結 語)

様 々 な法律 家 の説得 力 あ る意 見書 に対 して も,カ ー ド式 補 助 元 帳 や連 続 式元

帳 に反 対 す る他 の専 門家お よび法律家 よ り唱え られた抗弁 は,「 …商 人 は帳 簿

を記 帳 す る こ とが 義務づ け られ る…帳簿 は製本 され るべ きであ る…」 とい う法

律 の固定的な文面のためにあま り屈す ることはなか った。彼 らは,シ ャイ ロ ッ
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クのよ うに,そ の外観 に固執 し,会 計制 度 全 体 の発 展 の い きい きと した流 れを

妨 げよ うと してい る。 ここで もまた,字 句 は滅 ぼ し精 神 のみ が活発 にするzと

い う ことが あて はま る。 簿 記学 および簿記実務 は,経 済 生 活全 体 と同 じ発 展 法

則 の もとにある。経済生活 は,自 然 の力 で突 き動 か され る こと もあれば新 たな

方法や形態 を強制 されることもあ るよ うに,簿 記学 もまた計算 制 度 と統 制 制度

とが同時に平行 して行われ る。立法者 は,「 大会 社 が もはや必要 と しない ため信

書控 え帳 は廃止 にす る」 ことや,「 「帳 簿 は製 本 され な けれ ば な らない』 とい う

規定が,純 然 た る法 規 定 に お いて 『製 本 され るべ きであ る』へ と変化 した」 こ

とに徐 々に従 わねばな らな くなって いる。 そ して,今 や近 代 的簿 記 は製本 され

た帳 簿 を駆逐 し,常 に継続 的 な カ ー ド式 ボ ック スやカー ド式帳簿 を拡張 したた

あ,あ る いは拡張 しな けれ ば な らな か ったため,「 製 本 され るべ きで あ る」とい

う最 近 の文言 も疑いな く廃止 されな ければな らな くなるであろ う。 しば らくす

れば,実 務 的 な帳簿 記 帳 は,経 営 の全 て の種類 と段 階 に対 す る適応 また労働部

門 に対す る適応 に従 って,特 に 「力,時 間 お よび手 段 を最 少 に費 や しなが らよ

り完全 な方法 で帳簿記帳の 目的 を達成す る」とい う経済原則 に従 って,集 合 的,

組織 的 お よ び批 判 眼 の あ る簿 記 学の支援 を受 けなが らさ らに発展 してい くだ ろ

う。簿記 にお けるル ーズ リーフ使用の様 々な形態 は,こ の発 展 原 則 の方 向性 に

沿 って い るということは,疑 問 の余地 な く真 実 で あ る こ とが明 らか にされ る。

1。 商 人 の 帳簿 記 帳 にお い て製 本 された帳簿 の代 わ りにルーズ リー フを利用す

ることに対 して は,も し以 下 に あ げ る,三 っ 全 て の側 面 か ら共 通 して要 求 され

る条件 が満 たされ るな らば,簿 記学,実 務 あ るい は法 律 に よ って で は な くとも,

根 拠 の あ る抗 弁 が な され得 る。

a)カ ー ドに書 かれ この形態 で保 管 され る書類 は,計 算 制度 と帳簿 記 帳 制度 の

全 体組 織 の要素 を次 のように構成す るにちがいない。 まず,原 簿 か らの コ ピー

や転写 と して証 明 され,常 に管 理 され て い る状 態 にす る こと。 また,そ れ らが

証 書か ら直 接読 み と られ る場合,主 要 簿 記 入 と同 時併 行 す る二 番 目の証書 の解

釈 と処理 を表示 し,ま た そ れ故管 理下 にお かれ る よ うにす ること。従 って,本

質 的 に,組 織 的帳 簿 へ の記 入 に基 づ き管 理 され るか,あ る い は場 合 に よ って は
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再 構 成 され得 る補 助 簿 記 帳 の み が,ル ー ズ リー フ記 入 に適 して い る。特 に,交

互 計 算 は この一部 で あ る。

b)帳 簿 記 帳 の秩 序,信 頼 性 お よ び完 全 性 は,ル ー ズ リー フの利 用 によ って損

な われて はな らない。

2.簿 記学 に と って,書 類 を製 本 され た帳 簿 か あ る い はルー ズ リー フ形式 で記

帳す るか どうか とい う問題 は,多 か れ少 なか れ副 次 的 な もので ある。簿記学 は

以下 の三点 に主眼点を置 く。 まず,個 々 の帳 簿 項 目が証 書 ごと に割 り当て られ

ること,全 営 業 事項 が完 全 に遺 漏 な く一方 では時間的に,他 方 で は組織 的 に処

理 され る こと,最 後 に,財 産 状 態 だ けで な く純財 産 の増 加 と減少が財産 目録 の

助 けを借 りなが ら証 明 され得 ることで ある。 た とえ,現 金 出納 帳 や特 殊 仕 訳 帳

が,後 に保 管 の 目的 の た め に製 本 され るとい う条件 で,仕 事中 に限 りば らば ら

の全 紙 で設 定 され ることに何 の反対がな くとも,目 的適 合 性 や特 に よ り安 全 な

保 管 のための信頼性 を理由に,科 学 的観 点 か ら,組 織 的帳 簿 の製本 され た形 式

が固 守 され るにちがいない。補助簿記帳全休の形式 に関 しては,自 由裁 量 の余

地 はか な り残 され得 る。

3.簿 記 実務 に お い て は,ル ー ズ リー フの利 用 は常 に よ り広 い範 囲を獲得 して

いるが,こ こで は補助 簿 記 帳 にの み制 限 され る。実務 はルーズ リー フ利用 を,

労働 節 約 的 で あ り,労 働 給 付 に容 易 に適 合 しそれ を 支援す る ものであ り,秩 序

と管理 を軽減 す る もの で もあ る,新 た な秩 序 とみ な して い る。 また,連 続 元 帳

や カー ド式 ボ ックス形 式 のル ーズ リー フによ る交互計算 は,す で に広範 に亘 っ

て行 われ始 め てお り,不 都合 は認 あ られ て い な い。

4.法 律 の 専門 家 か ら出 され た意 見書 は,ル ー ズ リー フ特 に連 続 式 元 帳 の利用

は,そ の他 の点 で結 語 第1に お いて 出 され た条 件 を満 た してい るな らば,法 律

の趣 旨に違 反 す る こ とは全 くないこと,ま た破 産違 法 行為 を構 成 す る こ とはな

い こと,さ らに帳 簿 の証 拠 能 力 が低 下 される ことはないこと等 を確かに証明 し

ている。

5.カ ー ド式 交 互 計 算 に と って,原 簿 や 証書 以 外 の管 理 を設 定 す る ことは可能

であ る。 それ は,交 換 に関 して の記 載 事項 に個 々 のルーズ リー フの合計一一覧表



0288) シェアー勘定理論 の特殊性 と普遍性113

を時間順に記帳す ること,っ まり交互計算残高表によって可能 となる。法的な

形態規定および伝統的な慣習への譲歩 として,こ れらの残高管理に帳簿形態が

与えられ得 るし,そ の結果交互計算取引の核心部分が再び一っの製本された帳

簿 にまとめ られることになる。 この帳簿において個々のカー ドから月ごとに残

高がまとめられ,合 計額が算出されるため,こ の合計 と圭要簿の当該勘定 との

比較を通 して,我 々は,正 しく完全な記入に基づ く交互計算取引全体を管理す

る手段を有することになる。

この帳簿が使用され ると,元 帳の締切 りは多 くの場合,不 必要であり故によ

けいな予防措置 としていらないものとなるだろうし,実 務家によってカー ドを

ボックスに保管することは長所を有することになろう(資 料止)。

注

(1)山 地 秀 俊 教 授 は,「 当時 ドイ ツで 流 行 して い た物 的 二勘 定 学 説 を 彼(ハ ッ ト

フ ィール ド)が 自己の簿記理論 と して導入 した ことが,彼 の体 系 にあ る意味 での混

乱 を生 じせ しめ る結 果 とな って い る」([1987]1058頁)と 指摘 してお られ る。

(2)二 勘定学 説,っ ま り財 産 あ るいは在 高勘定 お よび資本勘定 の 二勘定 系統 の分割 そ

の もの の発想 の起 源 は,ア ウ グスブル グによ って い るこ とが明示 されて いる(schar

[1922]S.2fi.邦 訳上30-31頁)。

(3)著 書 の例 は ここに例示 した仕 訳勘定科 日 とは若 卜異な る。

(4)1913年 当時 の ドイ ツにおいて も,ラ イニ ングハ ウス(Reininghaus,P.)は 「依 然

と して 単式簿 記 の本 質 は,疑 問 につっ まれ たま まで あ った」([1913]S.63)と してい

る。また,ア メ リカにお いて は,シ ェア ー流 の,単 式簿 記 は複 式簿記 の一 部を省略 し

た不完全 な簿記 で あ るとい う見解 が しば しば見受 け られ る(ex.Paton,W.A[1924]

PP・73-74.}

わ が国 にお いて は,沼 田嘉穂教 授 の以 下の記述 が支 配的見解 と考 え られ る。r簿 記

が常識 の範 囲を 出 ない場 合}こ れを 単式簿記 とい う。た とえば,も っぱ ら現金 の収支

だ けを記入 す る収 支簿 また は家計簿 な どの記入 は簿記 で はあ るが 単式簿 記で あ る。

ま た商品 の仕入,売 上 な どを記 入す る仕入帳,売 上帳,債 権 ・債務 を記 入 す る大福 帳

な ど も,そ れ ぞれの帳簿 を個別 的 に記 入す るのみ で,各 帳簿 の間 に有機 的 な連絡 組

織 がな い限 り,そ の記 帳 になん らの理 論 を認 め ることがで きず・このた ぬ それ らは

単 式簿 記 であ る。 単式簿記 とは複式簿記 以外 の簿 記 を言 う」(沼 田[1992]6頁)。

しか しなが ら,「或 る記録対 象 にっ いて その一 つの側面 のみ の記入 ・単iw式 記

入 」(占 田[1980]81頁)と い う特徴 を有 す る簿記 と して,単 式簿記 その ものの意 義
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をN次 式簿 記の原初 形態 と して重 視す る見解 もあ る
。 さ らに,「 言葉 の正 しい意 味 で

は・『単式記 入』簿 記 とい う もの は存 在 しない」(Paton[1922]P
.140)と い う言 葉

を ひ きなが ら,「略式」簿 記 と して 単式 簿記 を捉 え る,シ ェアー以 降 のあ る種伝統 的

な 見解 もあ る(高 寺[1982]34-35頁) 。

(5)シ ェア ーは,1906年 のベルi)ン 商科大学 設立 と共 に,チ ュー リッヒ大学 よ りベル

リン商科大学 教授 と して招か れ,後 に同大学 学長 と して就任 して いる
。なお,ヒs

グ リが 『簿記体 系 と簿 記形態』 を著 したの は1877年 ,ま た1922年 か ら1926年 まで

の ベル リン商科 大学学 長 はニ ック リッシュで あ った
。 以下 に簡単 な略歴 を示 す。

1846ス イ スの ウルセ ー レンにて 出生

1865師 範学校教 師(1870年 まで)

1882バ ーゼル実科 高等学 校教 師

1890『 簿 記 の科学 的取扱 いの試案』

1903チ ュー リヒ大学 教授

1906ベ ル リン商科 大学教授(1916年 まで)

1911『 一一般 商業経 営学」

1914『 簿記 及 び貸借 対照表』

1922同 上 書第5版 印刷

1924死 去
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